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品切率φ（尾）1 ・．・・1 ・．・・1 …1…1O．15 0．10
安全係数冶1 ・…1 ・似1 ・．・・1 ・刈 1一・・1 1．28
品切率φ（尾） ・…1 O．025 ・．・・1 …1l O．O05■ 0．O01














































S S 4 時問
発　入発　入発　予発実入発　入注　庫注庫注　定注際庫注　庫日　日日　日日　入日入日日　日1　12　23　症巨4t菱45　5
1　　1　2　　2　　3
M．　　　L。
M、十L、
摩　4摩　4　5　　5日　　　日
3　　　3’
帆　　　L
M。十レ
贈闘
　　　　　　　　　　　　図9在庫量の推移
”。と，発注日2から入庫日2までのリードタイム五。とを合算した”。十Z・
中の使用量1）。を予測する。この場合ム。は，次の予測期間である払十工。
と重複する。
　もしも発注日と同様に入庫日も一定であり，かつリードタイム中の使用速度
が一定であるとすれば，発注日1には入庫日1と入庫日2との間の推定使用量
を発注すればよい。この数量は，図9ではρ。に相当する。しかしリードタイ
ムは必ずしも一定ではないし，リードタイム中の使用速度も一定ではない。こ
のため，これにカロえてリードタイム中（発注日1から入庫日1までの時間間隔）
の使用量を予測し友ければならない。これは，”。斗Z。中の使用量の予測1）。
に相当する。またリードタイムの遅れおよび使用速度誤差を考慮して，安全在
庫Sをもつ必要がある。こうLて，仏十。乙。期間中の必要量はD。十S。となる
（図9を幾何学的に解釈すれば，容易に理解しうるであろう。以下の説明も同
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様），しかるに，このなかには手持在庫3・が含まれているので，これを控除
する。よって発注日1時点における発注量ρ・は，次式によって決められる。
　　　Q1＝刀1＋S－31
　さらに，リードタイムが予定どおりにいかない場合がある。発注日3には，
入摩は予定入庫日3に行なわれるものと考えた。しかし入摩遅れが生じて，督
促したにもかかわらず，次の発注日4時点になっても入庫されなかったとする。
この場合，発注日4にはどれだけ発注したらよいか。それは，”。十工4期間中
の推定使用量D・に安全在庫量sを加えたものから，手持在庫量凪と前回
に発注していまだ入庫せざる発注残K｛を控除したものが，発注量ρ。とな
る。すなわち，
　　　Q4＝D4＋8一凪一瓦
である。こうして，（6）は一般性をもつことがわかる。
5－3．需要の予測
　定期発注システムにおいては，発注聞隔およびリードタイム中の使用量の推
定，すなわち需要の予測が特に重要であることは（6）から容易に察知すること
ができるであろう。その重要性は，品切れを回避するとともに，過剰な在庫を
かかえないという要請にこたえるためのものでもある。それゆえ，D亙。エの計
算は厳密に行なう必要がある。これにはふたつの方法がある。
①生産計画に基づく展開計算を行なう。
②　過去の需要実績の時系列から予測する。
　②の予測手法としては，1次および2次の指数平滑法，適応予測などがある。ω
6．在庫関連費用の概念‘竃j
　これまでの論述では，在庫品目の単価0，年聞保管費率ク，1回当たり発注
費λは，既知のものとして扱った。しかし現実には，これらの在庫関達費用
を測定することは必ずしも容易ではない。そこで，これらのコストにはどのよ
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うた項目が含まれるか，それらをいかに測定するかといった問題を扱う。
6－1．基本的な考え方
　ここで問題にする在庫関連費用とは，在庫活動の変化とともに変動する費用
であることを銘記しておく必要がある。すなわち，在庫量が変化したときに変
動する費用，発注回数が変化したときに変動する費用がこれに相当する。在庫
管理システムを設計するということは，代替的な管理システムを比較して，そ
のなかで最も経済的なシステムを選択することを意味する。Lたがって，どの
ようなシステムを適用しても変化の生じない費用については考慮する必要はな
く，変化の生じる費用のみを測定の対象とすればよい。その意味で，在庫管理
に必要な会計概念の1つとして，変動現金支出原価という概念をあげることが
できる。
　第2に注意すべき点は，ここで測定の対象とする在庫関連費用は，制度的な
会計システムにおいて敢り扱われているコスト概念と一致しない側面があると
いうことである。詳しくは後述するが，保管費というと，原価計算的（または
簿記会計的）感覚からすると，まず倉庫部門費を思いうかぺるであろう。しか
L，倉庫部門費には，普通，部門共通費（たとえぱ工場長の給料）が配賦され
ているし，倉庫建物の減価償却費などが含まれる。これらは発注回数や在庫量
をどう決めようと影響なく発生するサソク・コストである。一方，会計記録に
あらわれない在庫関連費用も存在する。たとえば，在庫品に資金が凍結される
ことによって失った得べかりし利子などの機会原価である。
6－2．在庫晶目の単価
　この場合，単価とは，その品目の裸の代価だけでなく，運賃等も含み，当企
業がこの品目を現実に使用可能な状態にまでするのにかかったコストを意味す
る。ところで，（2）においては，在庫単位当たり年聞保管費は，在庫品目単価
0に年間保1管費率6を乗じて求めた。これは，保管費は在庫金額に比例する
という認識が前提にあるからである。このような前提を認めた場合にも，各品
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目の単価が常に一定であれば間題はないが，数量割引がある揚合には，問題が
生じる。
　数量割引（一定量以上の数量をまとめて購入するときは単価を低くする取引
慣習）がある場合には，最小化すべき費用は，（2）において取り扱った年問在
庫関連費用に年聞材料費を加算したものとなる。そのため各数量帝ごとの単価
を用いて総費用を計算して，これを相互に比較することが必要になる。
6－3．保　管　費
　在庫品目の在庫量（またば在庫金額）が変化するにつれて変動する費用を，
在庫関連費用としての保管費とよぶ。一般的にいって，保管費には，保管料
（営業倉庫を利用する場合の倉庫料），倉庫管理費（自杜倉庫の維持管理に必
要な諸費用），杜内運搬費（倉庫と当該品目使用場所とをつなぐ運送費，荷造
費，積卸費など），保険料（在庫品にかける損害保険料），棚卸減耗費（在庫中
に生じる陳腐化，劣化，破損等にかんする評価損失），利子（資金を在庫品に
投じることによって失った得べかりし投資利得）などが含まれる。これらのう
ち，経済発注量の算定に関係する保管費は，在庫数量の変化とともに変動する
費用部分のみである。したがって，たとえぼ一定面積を借り切る契約のもとで
の保管料は，在庫量がその面積以内におさまるときばサンク・コストである。
同様に，ある種の倉庫係賃金や倉庫減価償却費などの倉庫管理費の一部，運搬
施設維持費などの杜内運搬費の一部，保険期閻中の所定の見積在庫量に基づい
て契約する保険料等々は，サソク・コストとして，ここにいう保管費から除か
なげればならなし・o
　なお，保管費は，在庫数量によっても変化するが，在庫金額の多寡に関係す
る場合が少なくない。たとえば，貴重品の保管料にば特別料金がつくとか，保
険料は保険する金額に比例するとか，棚卸滅耗費は在庫金額にたいする一定比
率として発生するとか，利子は在庫金額に比例する淀どである。そこで，関連
するものとしてピックアップされた保管費の年合計額を年平均在庫金額で割っ
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て，在庫金額1円当たりの保管費を求めることが行なわれる。これが，年問保
管費率ξである。
6－4．発　注　費
　発注業務にかかわる費用のうち，発注回数が変化するときにその発生額が変
動する費用部分をいう。たとえぱ，注文書や督促状の作成費，郵送料や電話料，
入庫報告書や検収報告書の作成費，入庫作業・検収作業・購買事務・倉庫事務
・会計事務等にかかわる人件費などがあげられる。
　ただし，これらの人件費は，発注回数に厳密には比例しない。1人の作業員
または事務員が扱う仕事量は隈られているが，その隈度内であれぼ1人の人間
で問に合う。発注業務の仕事量がこの限度をこえると，2人の人間に担当させ
なげればならなくなる。したがって発注回数と発注業務に従事する人数との関
係は階段状になる。この場合には，直線で近似するというような方法をとるこ
とが必要になる。
6－5．段　取　費
　発注費は購買活動に伴って発生するが，製造活動にさいし製造ロットを変更
し段取替えをするときに考慮する必要のある費用を段取費という。これは経済
ロット・サイズを決定するときに必要になる原価概念である。内容は，1回段
敢替えをするごとに発生する変動費である。たとえば，段取替えを指示する工
事命令書や工程表の作成発行に要する消耗品費や人件費，段取時間に相当する
工員の賃金，消耗工具器具を使うならばその費用，段敢時問中製造作業が中断
することによって失われる得べかりし利益などをあげることができる。
　この場合，機会原価としての失われる利益は，増分概念を使うのであるから，
限界利益を使用するのがよい。もっとも，限界利益は製品ごとに違うのが普通
なので，どの製品の限界利益を使うかが問題になるが，現実には全製品からの
総隈界利益を直接作業時間で割って得た1時間当たりの限界利益に段取時間を
乗じて，段取替えによる機会原価を算出するという方法をとらざるをえないで
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あろう。
　なお，この種の隈界利益を使用するのは，需要が供給をオーバーしている場
合であって，段取替えをしても常業時間の供給能力で需要を十分満たすことが
できるときには，機会原価を考慮する必要はない。残業や交代制をとって需要
を満たしている場合には，残業手当や夜勤手当相当分を算入することになる。
6－6．品　切　費
　在庫品がなくて，製造または販売をなしえないことによって受げる損失を品
切費という。督促費，連絡費，違約金などの現金支出原価もあるが，主として
機会原価が中心になる。すなわち，売損じによって獲得しそこなった利益であ
る。しかし，これを具体的に測定することは非常にむずかしい。たとえば，わ
れわれ消費者がデパートに特定の品物を買いに出かけたが，目指す品物はなか
ったとする。そのとき，取り寄せるように申し入れて後日出直すとすれば，デ
バートの機会原価はOである。また，類似の代替品で間に合わせれば，2品目
の問の販売益の差が機会原価である。そのデパートでの買物をやめて，別の店
に回るとすれば，品切品の販売益が機会原価になる。これがきっかけで，この
客がそのデパートには来なくなったとすれば，当該顧客への将来の商品販売益
の予測値が，これに相当する。その客が，あのデパートは品ぞろいが悪いとい
うようなことを，家族，友人，知人，近所の人などにいいふらしたとしたら，
その説得力の程度に応じて，それぞれ異なる売損じを生じる。やっかいなこと
には，デパート側では，買物客がなぜ来店したか。たぜ来店しなかったか，な
ぜ購買したか，なぜ購買し杜かったか，という潜在需要著の心理状況を的確に
つかむことはできない。したがって，品切れがどれだけの機会原価を生み出す
かについても測定のしようがない。
　そこで，品切費を直接に測定するかわりに，品切率，またはこれの補数とし
てのサービス率を代替させることが行なわれるのである。
6－7．　む　す　び
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　在庫管理の効果を高めるには，高度な管理技術を発展させることが必要であ
るが，それとともに在庫関連費用の概念を正しく認識することが必要である。
そしてこれを測定するにあたっては既成の会計制度にとらわれることなく，何
が問題恋のか，その間題解決にはいかたる会計情報が必要とされるのか，勘定
にあらわれている会計記録のうち，どれが目的に適合しており，どれが適合し
ていないか，会計制度では扱われないような会計情報をどのようにして求める
かといった点について深い洞察をすることが要求されることになる。
注（1）品目のグルーピングは3でなけれぱならないというわけではない。管理目的の類
　　別により，また各々に適用する管理方式のあてはめ方により，グループの数は多様
　　化する。事実，NAAの調査では，3分類以外に2分類の事例と5分類の事例が報
　　告されている。（N鮎ResearchReportNo．40，Techniques　in　Inventory　Ma－
　　nagement，1964；西沢脩訳，在庫管理の諸方法，目本生産性本部，昭和40年）
　（2）阿保栄司，流通在庫管理の実際，目刊工業新聞杜，昭和43年・には・定量的な分
　　析方去として，便用金額が対数正規分布にあてはまるときには，標準比を利用しう
　　ることが述ぺられているo
　（3）　ここでは，　リードタイム中の使用量が工箱分の収蓉量をこえないことが前提され
　　ている。　リードタイム中の使用量が確率的であり，ときに1箱分の収容量をこえる
　　ことが予想される場合には，安全在庫をもつ必要が生じる。2ビソ・ツステムの場
　　合にば，箱1と矯2の犬きさを変えることで，これに対処することができる。
　（4）発注点の判定に手持在塵量ではなく有効在産量を用いるのは，発注残（発注した
　　がいまだ入庫せざる量）を考慮するためである。
　（5）この事例のように標本を使って母集団の分散や標準偏差を推定する場合には，偏
　　差の平方和を勉で割った標本分散または標本標準偏差を用いるよりも，自歯度刎一1
　　で割った方が理論的に近い値が得られる。
　（6）　この方式は，島田正三，倉庫管理方式の基本的な考え方，松田・春目井，生産・在
　　康管理とその実際，培風館，1964，によった。
　（7）阿曝，前掲書には，需要のタイプ別に適用すべき需葵予測の手法が詳細に述べら
　　れている。
　（8）NAA，ibid，1964，液らびに阿保栄司，在庫関連費周論，早稲田大学生産研究所報、
　　第12号，昭和41年9月および第17号，昭和42年9月を参考にした。
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